女性活躍推進法「行動計画」策定のための手引き
労働組合が行動計画策定にしっかりと関与しよう！
計画の策定および取り組みの進捗管理は労使で行おう！
自治労男女がともに担う委員会

女性部・青年部
１．女性活躍推進法とは
（１）法律の概要
①2015年8月に成立した「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下「女性活躍推進法」と言う」は、男女共同参画社会基本法の基本理念に則り、自らの意志によって職業生活を営み、又は営もうとする女性が個性と能力を十分に発揮して職業生活において活躍することについて、国、地方公共団体、国民が担う責務を明らかにし、2016年4月より10年間をかけて集中的かつ計画的に取り組むために作られたものです。
②この法律において、企業は、自社の女性の活躍に関する「一般事業主行動計画」、地方公共団体は「特定事業主行動計画」を2016年4月1日までに策定することとなっています。従業員が301人以上の企業は、この行動計画を策定し、その旨を都道府県労働局に届け出ることが義務とされています（300人以下の企業は努力義務）。また、特定事業主（地方公共団体）は状況把握・課題分析を行い、特定事業主行動計画を策定・周知・公表し、その取り組みの実施状況等の公表も義務づけられています。
③また、地方公共団体（都道府県および市町村）は、国の基本方針を勘案し、当該地域における女性の活躍を推進するための「都道府県推進計画」又は「市町村推進計画」（以下「推進計画」という）を策定する努力義務が課されています。
●女性活躍推進法の特集ページURL

【厚生労働省】http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000091025.html
【内閣府】http://www.gender.go.jp/policy/suishin_law/index.html
２．事業主行動計画の策定について
（１）特定事業主行動計画とは（法第15条）
　地方公共団体が、女性活躍推進法に基づき、女性の職業生活における活躍の推進に関する取り組みを進めるために策定する計画のことです。
　自治体は、行動計画に以下の内容を定めます。
　①計画期間（2～5年間程度に区切り、進捗を検証しつつ改定を行うことが望ましい）

　②目標
　③目標を達成するための取り組み内容と実施時期
　④行動計画の策定・公表、取り組みの進捗状況の公表、職員への周知を義務付け

（２）一般事業主行動計画とは（法第8条）
　企業が、女性活躍推進法に基づき、女性の職業生活における活躍の推進に関する取り組みを進めるために策定する計画のことです。
　企業は、行動計画に以下の内容を定めます。
　①計画期間（2～5年間程度に区切り、進捗を検証しつつ改定を行うことが望ましい）

　②目標
　③目標を達成するための取り組み内容と実施時期
　④行動計画の策定・公表、取り組みの進捗状況の公表、職員への周知を義務付け

　常時雇用する従業員が301人以上の企業には、行動計画を策定・届け出るとともに、一般への公表、従業員への周知が義務付けられています（300人以下の企業は努力義務）。
　企業の自発的な取り組みを促すため、行動計画に定めた目標を達成したなどの一定の基準を満たした企業は、申請することで厚生労働大臣の認定を受けることができます。
　策定が努力義務の300人以下の企業むけに「女性活躍加速化助成金」の制度があります。
（３）次世代育成支援対策推進法の「（特定）事業主行動計画」との違い（法第8条）
　次世代育成支援対策は、次代の社会を担う子どもの育成にむけ、雇用環境の整備を行うとしていますが、女性活躍推進法は「女性が職業生活において、本人の意志に応じて能力を発揮できる環境づくり」に焦点をあてています。

　行動計画の名称はそれぞれ全く同じ名称で定められていますが、女性活躍推進法の行動計画の方が、幅広い項目設定が求められています。
　また、次世代育成支援対策推進法における行動計画では、目標は（数値目標に限らない）ものでしたが、女性活躍推進法においては「数値目標」が必要です。
３．労働組合としての取り組みのポイント
（１）行動計画に対する労働組合のスタンス　～計画策定に積極的関与を～
301人以上の企業（一般事業主）、国および地方公共団体（特定事業主）は、自組織における女性の活躍状況を把握し、課題分析をした上で、行動計画を策定し、自組織の労働者へ周知し、外部へ公表しなければなりません。
行動計画の策定は事業主の責務ですが、行動計画の内容がより実効性のあるものとするため、職場の状況把握・課題分析の段階から労働組合として積極的に関与していきましょう。そのためには、労使委員会の設置や労使協議など、行動計画策定に関与できる体制を作り、女性を必ず1人以上参画させることが重要です。
さらに、職場の実態や課題、労働者のニーズを行動計画に反映させるため、組合として女性部や女性組合員とともに、事前に組合員アンケートやヒアリングなどを実施することも有効です。
また、行動計画策定は300人以下の一般事業主は努力義務ですが、企業の規模にかかわらず、女性の活躍推進に向けて、職場の課題に応じた行動計画を策定するように事業主に積極的に働きかけましょう。
行動計画策定の流れ





（２） 職場における女性の活躍に関する状況の把握、課題分析　＜ステップ１＞
行動計画の策定にあたっては、職場における女性の活躍に関する状況を項目ごとに把握、課題分析することが求められています。このうち「基礎項目」（一般事業主は4項目、特定事業主は7項目）については、必ず把握、課題分析することが義務づけられています。
「選択項目」（一般事業主は21項目、特定事業主は18項目）は職場の実情に応じて把握する項目です。女性活躍に関する課題は組織によって異なるため、職場の課題を浮き彫りにし、改善していく観点からも、「基礎項目」だけでなく、積極的に「選択項目」に関する状況把握、課題分析することを事業主に求めていきましょう。特に「選択項目」にある「男女の賃金の差異」については、男女間格差の総合指標であることから、必ず把握するように事業主に働きかけましょう。
また、正規・非正規等の管理区分ごとに把握する項目もあります。職場の非正規雇用で働く労働者の状況を把握、課題分析することは非常に重要です。「選択項目」を管理区分ごとに把握することと、派遣労働者について把握することは任意ですが、非正規労働者を含めたすべての労働者を対象とし、把握・課題分析するよう事業主に求めていきましょう。
さらに、女性の活躍推進には、長時間労働を含む男性の働き方の見直しが必要不可欠です。そのような視点も状況把握、課題分析に取り入れるようにしましょう。
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※１　「一般」は一般事業主、「特定」は特定事業主。


※２　「区」は雇用管理区分ごとに把握する。「基礎項目」は必須だが、「選択項目」は任意の把握である。雇用管理区分とは職種、資格、雇用形態、就業形態等の労働者の区分で、当該区分に属している労働者について他の区分に属している労働者とは異なる雇用管理を行うことを予定して設定しているもの。


　　　（例：総合職、一般職／事務職、技術職、専門職／正社員、契約社員、パートなど）

※３　「派」は職場が派遣先で派遣労働者が働く場合に把握する。


①採用関係項目
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課題分析における判断の目安例：
① 全体に占める女性の割合が４割を下回っている場合
② 男女別採用における競争倍率については、
（女性の競争倍率×0.8）≧（男性の競争倍率）である場合
→ 男女間の格差が大きいと判断、選択項目等によるさらなる課題分析の必要性が高い。
	＜労働組合としての取り組みポイント＞
採用した労働者における女性の割合や、応募者を絞り込む段階での競争倍率の男女差、職種ごとの男女差などについて、労使協議や労使委員会などを通じて、定期的に確認し、明らかに差がある場合は、「選考基準や募集方法に問題がないか」「採用面接を行う側に、性別のバイアスやフィルターがかかっていないか」などの検証を行い、必要に応じて課題を改善していくよう当局に働きかけることが重要です。

　また採用後のキャリアアップが計画的におこなわれているかどうかも登用を進めていくうえで重要なチェックポイントとなります。「非正規の正規化や採用時の社会人枠の確保などが整備・運用されているか」、「キャリアアップを図るための研修の受講率などにおいて男女差がないか」などについても管理区分ごとに確認し、必要に応じて改善を図るよう当局に働きかけましょう。


②継続就業及び職場風土関係項目
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課題分析における判断の目安例：
継続勤務年数や採用後10年目前後の継続雇用割合について、男性に対する女性の割合が８割を下回っている場合
→ 男女間の格差が大きいと判断、選択項目等によるさらなる課題分析の必要性が高い。
	＜労働組合としての取り組みポイント＞
女性活躍が進まない大きな要因として「女性の就業継続」の課題があげられます。女性活躍の大前提として、まず採用した女性労働者が継続就業できるよう、安心して働くことができる環境となっているかを定期的に労使でチェックすることが重要です。

その際には、男女がともにワーク・ライフ・バランスをはかることができるような適正な労働時間となっているか、性別に関わらず利用できる柔軟な両立支援制度が整備されているか、制度は男女ともに利用しやすい雰囲気があるか、職場におけるハラスメントがないかなど、雇用区分ごとの就業環境を確認し、課題があれば労使で解決していきましょう。

　また、これらの課題には、労働者の意識も大きく影響することから、職場風土に関する意識調査アンケートなどを実施し、経年変化をみることも重要です。


③長時間労働関係項目
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課題分析における判断の目安例：
残業時間が平均で45時間を上回っている月がある場合
→ 長時間労働の課題があると判断、選択項目等によるさらなる課題分析の必要性が高い。
	＜労働組合としての取り組みポイント＞
長時間労働を前提とした働き方は、男女ともに家事・育児参画を困難にするものであり、結果として、女性が活躍するうえでの障壁となっており、男性の長時間労働是正を含めた働き方改革を行っていく必要があります。

労働時間の把握・課題分析をする際には、それぞれの課題が浮き彫りとなるよう、職場や雇用管理区分ごとに実態把握をするよう、当局に働きかけましょう。


④配置・育成・教育訓練および評価・登用関係項目
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課題分析における判断の目安例：
① 全体に占める女性の割合が４割を下回っている場合
② 男性に対する女性の割合が８割を下回っている場合
→ ①又は②の場合、男女間の格差が大きいと判断、選択項目等によるさらなる課題分析の必要性が高い。
	＜労働組合としての取り組みポイント＞
　女性活躍推進法では「管理職に占める女性労働者の割合」を基礎項目として把握・課題分析することが、義務づけられています。また、現在多くの職場では女性の管理職比率は全体的に低い割合となっており、キャリアアップのための教育訓練の機会や昇進のスピード、評価結果などに男女差がないかなど、女性を管理職に登用していくまでの育成のプロセスがきちんと確保されているか、労使協議や労使委員会などを通じて確認し、改善していくよう要求しましょう。


⑤賃金関係項目
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	＜労働組合としての取り組みポイント＞
　日本では、男性労働者の賃金を100とした場合に女性労働者の賃金は７割程度といわれており、国際的に比較しても低い水準となっています。

　男女の平均勤続年数や管理職比率の差異などが、男女間の賃金格差の要因となっていることを踏まえれば、男女間賃金格差は男女の働き方全体の結果であるといえます。

職場における男女間賃金格差の問題を賃金・雇用管理のあらゆる点から検討し、要因を明らかにすることは、職場における女性活躍の課題を明らかにすることにつながります。このような観点から「男女間賃金格差」に関する把握・課題分析を必ず実施するよう、当局に働きかけましょう。


（３）行動計画の策定・周知・公表・届出　＜ステップ２＞
①行動計画の策定
職場における女性の活躍に関する状況把握・課題分析した後は、課題に基づいた目標を設定し、目標を達成するために具体的な取り組み内容の決定を行い、行動計画に取りまとめることが義務づけられています。行動計画には、計画期間、数値目標、取り組み内容、取り組みの実施時期を盛り込む必要があります。
（ａ）計画期間
計画期間については、事業主の実情に応じて2年～5年で区切ることが望ましいとされていますが、行動計画が現場の実態に即した効果的なものとなっているかの検証や、新たな課題への速やかな対応の観点から、計画期間はおおむね2年程度を目安とし、短めに設定することが効果的です。
（ｂ）数値目標
数値目標については、最も大きな課題から優先的に1つ以上数値で目標を定めなければなりません。職場の課題が複数ある場合は、できる限りすべての課題に応じた内容を行動計画に盛り込み、数値目標についても複数の目標を設定することを要求しましょう。数値目標の達成は努力義務ですが、計画期間内に達成することをめざした数値を定めることが重要です。
（ｃ）取り組み内容
　取り組み内容については、目標達成にむけて、より具体的に記載することが有効です。また、策定した行動計画の内容で、労働条件に関する内容については、労働協約を締結し、書面で確認するよう当局に要求しましょう。
（ｄ）取り組みの実施時期
取り組みの実施時期については、取り組み内容とあわせて、段階的に行われるように計画的なスケジュールを定めることが有効です。
　
②行動計画の周知・公表・届出
策定した行動計画は、職場の全ての労働者に周知し、外部に公表しなければなりません。また、一般事業主は行動計画を都道府県労働局雇用均等室へ届け出ます。
行動計画が職場の労働者に確実に周知されるように事業主に求めましょう。女性活躍推進法の趣旨や行動計画に関する学習会を実施することも重要です。さらに行動計画の実効性を高めていく観点から、積極的に外部へ公表しましょう。
　
（４）計画の実効性を高めるためのＰＤＣＡサイクルの確立　＜ステップ３＞
行動計画は、定期的に数値目標の達成状況や行動計画に基づく取り組みの実施状況を点検・評価する必要があります。策定した行動計画がきちんと実行されているか、もしされていないのであれば課題がどこにあるのかをチェックし、改善要求をすることも労働組合の役割です。そのために、計画（Ｐｌａｎ）、実行（Ｄｏ)、評価（Ｃｈｅｃｋ）、改善（Ａｃｔｉｏｎ）のＰＤＣＡサイクルを確立させる体制作りが重要です。
また、行動計画期間内における組合員への意識調査やヒアリングなどを実施することも効果的です。把握した課題や解決するための対策は、現行の取り組み内容の見直しだけでなく、次回の行動計画策定に反映させていくことができます。
行動計画が予定通り実施できた場合には、さらなる改善にむけて、新たな行動計画を策定することを事業主に働きかけましょう。
（５）認定制度
　行動計画を策定し、届出を行った一般事業主のうち、女性の活躍推進に関する取り組みの実施状況等が優良な企業は、都道府県労働局への申請により、厚生労働大臣の認定を受けることができます。行動計画策定が努力義務である300人以下の一般事業主も対象です。認定を受けた事業主は、認定マークを商品等に付けることができるなど、女性が活躍していることを外部へアピールすることができます。その有用性を認識することで、認定取得にむけた実効性ある取り組みを行うことができます。企業の規模に関わらず、認定を目指すことを事業主に働きかけましょう。
（６）求職者のための女性の活躍に関する情報公表
事業主は、行動計画の公表だけでなく、職場の女性の活躍に関する情報も必ず1つ以上公表しなければなりません。職場の女性の活躍に関する情報を公表することは、就職活動中の学生など、求職者の職場選びに資するだけでなく、優秀な人材の確保につながります。
	女性の活躍に関する情報公表項目
	区
	派

	１．採用

	　
	採用した労働者に占める女性労働者の割合
	○
	　

	　
	男女別の採用における競争倍率（一般）／採用試験受験者の女性割合（特定）
	○
	　

	　
	労働者に占める女性労働者の割合
	○
	○

	２．継続就業・働き方改革

	　
	男女の平均継続勤務年数の差異
	　
	　

	　
	約10年度前に採用した労働者の男女別継続雇用割合
	　
	　

	　
	男女別の育児休業取得率
	○
	　

	　
	男性の配偶者出産休暇等の取得率（特定のみ）
	　
	　

	　
	労働者の一月当たりの平均残業時間
	　
	　

	　
	労働者の一月当たりの平均残業時間
	○
	○

	　
	有給休暇取得率
	　
	　

	３．評価・登用

	　
	係長級にある者に占める女性労働者の割合
	　
	　

	　
	管理職に占める女性労働者の割合
	　
	　

	　
	役員に占める女性の割合
	　
	　

	４．再チャレンジ（多様なキャリアコース）

	　
	職種または雇用形態の転換の男女別実績
	○
	○

	　
	再雇用または中途採用の男女別実績（一般のみ）
	　
	　


４．行動計画策定の流れと労働組合の具体的な取り組みのポイント
　行動計画の策定から認定までの流れについて、労働組合の取り組みポイントを下記にまとめました。この計画策定チェックシートを活用し、労使で協議を進めていきましょう。
	手順
	計画策定の流れ
	労働組合の取り組みのポイント
	チェック

	計画策定の準備
	１．計画策定の体制づくり

担当部署の設置
	○労使協議による計画策定を要求し、労使委員会などによる計画づくりを求めていますか？

○計画策定に複数の女性が参画していますか？
	□

□

	
	２．職場の実態・現状や従業員のニーズの把握
	○当局が実施予定の調査項目を事前に把握し、調査に関する組合側の要望を伝えていますか？

○労働組合で独自のアンケートなど調査を行い、組合員（特に女性）の声を集約していますか？
	□
□

	計画策定と周知等
	３．計画の検討・決定
①取り組みの対象
②計画期間の設定
③目標の設定

	①非正規労働者を含む、すべての労働者を計画の取り組み対象にしていますか？
	□

	
	
	②計画期間を2年程度に設定し、計画の評価や改善ができるようにしていますか？

※期間を短くすることが困難な場合は、「必要な場合に見直す」ことを計画に明文化しましょう。
	□



	
	
	③働きかたの見直し（長時間労働削減、男性の育児休業取得など）をはじめとする、女性の活躍やワーク・ライフ・バランスに関連する具体的な目標（数値目標が望ましい）を計画に盛り込んでいますか？
	□

	
	４．計画を達成させるための対策を立てる
	○法定以上の制度を盛り込んでいますか？
	□

	
	５．策定した計画の公表および労働者への周知
	○計画された制度の労働条件に関する部分について、書面による確認を要求していますか？

○計画の意義の周知や、実行にむけた協力要請などについて、組合員に説明していますか？

○当局に男女両方を対象とした管理職教育の実施を求めていますか？
	□

□
□

	
	６．計画の届出
	※一般事業主は労働局への届出が必要です
	

	計画の進捗管理と認定制度の利用
	７．計画の進捗管理
	○表面化した課題の対策を検討していますか？

○労使によるＰＤＣＡサイクルを確立していますか？
	□

□

	
	８．次の計画策定
	○残った課題を抽出していますか？

○調査・確認を通じて次の計画を検討していますか？
	□

□

	
	９．認定の申請
※「一般事業主」のみ
	○認定された場合には、次回の計画策定にあたって特例認定制度の取得を見据えた計画の策定がされるよう企業に求めていますか？
	□


５．特定事業主行動計画の策定例




６．計画策定にむけた、課題別の観点と取り組み事例（別紙１：参照）
　行動計画の策定にあたっての課題別の観点と、既に実施されている取り組み事例の一覧です。組合でどんなことなら実践・活用できるかを話し合うための資料としてご活用ください。（政府作成資料を参照して作成）
以上
＜ステップ１＞ 職場における女性の活躍に関する状況の把握、課題分析


①状況把握


女性の活躍に関する状況を項目ごとに把握します。


「基礎項目」は必ず把握し、「選択項目」は必要に応じて把握します。


※特定事業主と一般事業主では「基礎項目」の数が異なります。


②課題分析


項目ごとに把握した状況から課題を分析します。








＜ステップ２＞ 行動計画の策定・周知・公表・届出


①行動計画の策定


課題に基づいた目標を設定し、目標を達成するための具体的な取組内容を決定し、行動計画の形に取りまとめます。


※目標は１つ以上を【数値で】定める必要があります。


②行動計画の周知と公表


行動計画を労働者に周知し、外部に公表します。


③行動計画の届出


一般事業主は行動計画を都道府県労働局雇用均等室へ届け出ます。














＜ステップ３＞計画の実効性を高めるためのＰＤＣＡサイクルの確立


定期的に、数値目標の達成状況や、行動計画に基づく取組の実施状況を点検・評価します。➡＜ステップ１＞に戻る





A市役所　行動計画





　女性の技術職を増やし、女性の働く環境整備を行うため、次のように行動計画を策定する。





１．計画期間　２０１６年４月１日～２０１８年３月３１日





２．課題


　（１）技術職における女性の応募者がそもそも少なく、女性技術職員数も少ない


　（２）一般行政職での採用においても、特定の部署への配置に偏っている





３．目標と取り組み内容・実施時期


　目標１：技術職の女性を現在の●人から●人に増加させる。


＜取り組み内容＞


●2016年4月～


　技術職の女性の応募を増やすため、既に技術職として採用されている女性職員の意見を参考にしつつ、学生むけパンフやHPの内容を見直し、改定に着手する。


●2016年6月～


　大学・高専での学生向け説明会の実施をめざして、内容を検討する。2016年度からは年に1度以上開催する。


●2017年2月～


　女子学生を対象とした職場見学会を年1回以上開催する。





　目標２：一般行政職で採用された 女性の配属先を慣例によらない配置に変更する。


＜取り組み内容＞


●2016年4月～


　配属が少ない部署を対象に、「なぜ女性が配属されていないと思うか」、「女性が配属された時に不便に感じる点があるか」などの課題について、管理職と課員のそれぞれにヒアリングを行う。


●2016年6月～


　ヒアリング内容を元に、当該の部署に女性が配属されても問題ないように対策を講じる。


●2017年3月～


　配属可能な部署を確認し、配属予定者に必要な研修を実施する。


●2017年4月～


　配属を実施。以後定例的（毎月or3ヶ月ごと）にフォローアップ・ヒアリングを実施する。


●2017年4月～


　配属人数の少ない部署の女性を対象に、昼休みなどの時間内に意見交換交流会を開催する。





策定例①：女性の応募者が少なく、特定職種において配置に偏りのある市役所





策定例②：管理職の女性比率が少ない市役所





B市役所　行動計画





　女性が管理職として活躍できる環境の整備を行うため、次のように行動計画を策定する。





１．計画期間　２０１６年４月１日～２０２０年３月３１日





２．B市役所の課題


（課題１）採用における男女別競争倍率、男女の継続勤務年するに大きな差はないが、女性の管理職比率が低い。


（課題２）「管理職になりたい」という、管理職をめざす女性が少ない。


（課題３）女性が配属されている部署が男性と比べて限定されている。





３．目標


管理職（課長以上）に占める女性比率を３０％以上にする。





＜取り組み１：女性職員に限定した管理職育成を目的としたキャリア研修の実施＞


●2016年６月～　研修プログラムの検討。


●2016年10月～ 女性職員に対する研修ニーズの把握のため、アンケートやヒアリング実施。


●201７年４月～　アンケート等の結果をもとに、研修プログラムの決定。


●201７年７月～　管理職育成キャリア研修の実施（10月、12月、翌１月開催）


　　　　　　　　　併行して、既存の管理職を対象とした研修を実施。





＜取り組み２：女性職員の配属が少ない部署に女性を積極的に配属する＞


●2016年５月～　全ての部署の男女比率、近年配属された男女の人数・比率の把握。


●2016年８月～　女性の配属の少ない部署の管理職・課員へのヒアリングなど、課題を分析。


●2016年11月～ ロールモデルとなる女性職員を決め、部署を超えたメンター制度を導入。


●201７年１月～　対象となる女性職員へのきめ細かなヒアリング、研修を実施する。


●201８年４月～　実際に配属を実施し、定期的なフォローアップを行う。
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